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1. 序論 
交通事故被害の減少のためには、これまで広く行われ
てきた発生した交通事故に学び対策を強化していくこと
に加え、交通事故の発生自体を削減する予防安全対策の
ような対策が有効であると考えられている1）。予防安全
対策では交通事故が発生するか否かの議論をする必要で
あり、事故の原因そのものを分析する体系が求められて
いる２）。. 
現在の日本は高齢者人口の増加に伴う高齢運転者の増
加が懸念されており、高齢運転者の交通安全対策を考え
ることは必須である。そのため運転免許証の返納の促進
や高齢者人口が多い地域への交通事故対策の検討など高
齢運転者の今後のあり方を考えるための知見が求められ
ている。 
これまで行われてきた殆どの交通事故の分析は第一当
事者の属性のみを考慮しており、第二当事者の属性は考
慮していない。つまり第二当事者の属性に依らず第一当
事者が事故を起こす確率は一定であると暗に仮定をおい
て分析を行っている。先行研究1）では第一当事者と第二
当事者の車種ごとに危険な場面惹起率と事故回避失敗率
という2つのパラメータを用いて、交通事故件数を精度
良く推計したものがある。しかし先行研究では第一当事
者と第二当事者の相互関係までは考慮されていない。ま
た交通事故の原因として最も多いとされている「人間」
の要素の第二当事者の属性を考慮した先行研究は見られ
ない。 
「人間」の要素の最も基本的な属性の一つにドライバ
ーの年齢がある。ドライバーの年齢と交通事故の関係の
特徴として、若者は運転歴が浅く運転経験が少ないため
認知判断操作のミスを犯しやすく、交通事故を起こしや
すい。また高齢者は運転経験が豊富であるものの運動能
力が衰えているため、認知判断操作のミスを犯しやすく
交通事故を起こしやすい3）ということが広く知られてい
る。 
以上の背景より、本研究では、交通事故の第一当事者
と第二当事者の人間の属性の相互関係を考慮した人身事
故の起こりやすさの特徴を明らかにし、その関係を示す
モデル式の変数として当事者別、年齢別運転能力を用い
る必要性を示すことを目的とする。 
2. 研究方法 
 (1) ドライバーの年齢と交通事故の起こりやすさの仮説 
本研究では第一当事者を交通事故において車を衝突さ
せる側（加害者）、第二当事者を車を衝突させられる側
（被害者）と考える。 
交通事故は第一当事者が危険な場面を引き起こし、第
二当事者がその危険な場面の回避に失敗した時に起こる
と考える。第一当事者の運転上の弱点と第二当事者の運
転上の弱点が同じであれば、第二当事者は危険な場面の
回避に失敗する確率が高く交通事故になりやすく、逆に
第一当事者と第二当事者の運転上の弱点が異なれば、第
二当事者は危険な場面の回避に失敗する確率が低く、交
通事故になりにくいと考える。これをドライバーの年齢
に当てはめ、第一当事者の年齢と第二当事者の年齢が同
じである若者同士の組み合わせと高齢者同士の組み合わ
せは交通事故件数が多いのではないかと仮説を立てる。 
(2) 分析方法 
a) 分析対象 
  本研究では一般的な2つの主体（事故当事者）により
引き起こされる事故を対象とする。第一当事者、第二当
事者双方のドライバーの年齢について議論するため車両
相互事故のみを対象とする。自家用車同士かつ普通自動
車免許で運転できる車種同士の交通事故を対象とする。 
  
b) 分析の手順 
手順 1. クロス集計表の作成 
 交通事故の全数データを用いて、年齢の区分を若者、
中年、高齢者の３つに分け、交通事故の件数を集計した
クロス集計表を作成する。 3,2,1i は第一当事者の年
齢の区分を、 3,2,1j は第二当事者の年齢の区分であ
り、
ijO は年齢区分 iと j の組み合わせの交通事故件数
である。 
手順2.  期待値（期待度数）の算出 
年齢区分iと j の組み合わせの交通事故件数の期待値
ijE を次の式で計算する。 
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手順3. 算出した期待値と交通事故件数の比を比較する。 
期待値と交通事故件数の比を示す指標として、次の式
で算出される
ijX を定義する。 
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ijX は事故件数が期待値の何％であるかを事故件数
と期待値が一致する場合を0％として示している。 
(3) 使用するデータ 
 交通事故のデータはITARDA4）の人身事故件数の全数
データを用いる。本研究で対象とする人身事故データの
条件を表-1に示す。表-1の条件に該当するサンプルの数
を表-2に示す。また年齢の区分とITARDAの集計項目の
対応を表-3に示す。 
3. 分析結果 
(1) 車両相互事故全体 
 平成27年の
ijX の値を表-4に示す。表の中の一当は第
一当事者、二当は第二当事者を表わしている。 
以下第一当事者と第二当事者の年齢区分の組み合わせ
を（第一当事者の年齢区分）×（第二当事者の年齢区分）
のようにして表わす。 
 分析結果より、（若者）×（若者）の組み合わせと
（高齢者）×（高齢者）の組み合わせは交通事故が起こ
りやすいことがわかる。これは仮説と合致する。また
（若者）×（高齢者）の組み合わせと（高齢者）×（若
者）の組み合わせは交通事故が起こりにくいという結果
が得られた。これらの結果は平成23年から平成27年の5
年全てで見られる。 
(2) 高齢化人口別都道府県ごとの分析 
 特定の人口区分が多い地域ではその人口区分同士の事
故が多いことが予想される。よって、年齢別の人口分布
により第一当事者と第二当事者の年齢の組み合わせ別の
交通事故件数は異なるのかを検証する。47都道府県を高
齢化率に応じて4つのグループに分け、それぞれのグル
ープに対し、
ijX を算出する。都道府県のグループは高
齢化率が低い方から順にグループ1、グループ2、グルー
プ3、グループ4とし、高齢化率が最も低いグループ1と
最も高いグループ4の計算結果を表-5に示す。 
分析結果を(1)の結果と比較すると、各組み合わせの
ijX
の値は同様の傾向を示しており、この傾向は年齢別の人
口分布に依って変化するものではないことが示された。
グループ2、グループ3についても同様の結果が得られた。 
 
(3) 様々な項目別の集計、分析 
 事故類型、一当行動類型、法令違反、人的要因、道路
種別、道路形状、一当衝突部位、発生時刻（6時間間
隔）、昼夜、曜日、一当通行目的、一当の性別の12項目
表-5 高齢化人口別都道府県グループ別  
グループ1（高齢化率低） N=118720 
 若者：一当 中年：一当 高齢者：一当 
若者：二当 9.3% -2.4% -7.6% 
中年：二当 -0.2% 1.0% -2.1% 
高齢者：二当 -11.4% -1.0% 18.6% 
 
H26グループ4（高齢化率高） N=25891 
 若者：一当 中年：一当 高齢者：一当 
若者：二当 6.2% 0.9% -8.4% 
中年：二当 2.6% 0.6% -3.9% 
高齢者：二当 -14.3% -2.9% 20.8% 
 
表-4 車両相互事故全体の  
H27 N=263632 
 若者：一当 中年：一当 高齢者：一当 
若者：二当 8.4％ -1.4％ -7.7％ 
中年：二当 0.5％ 1.1％ -2.7％ 
高齢者：二当 -11.4％ -2.3％ 18.7％ 
 
表-1 分析の対象 
年度 平成23から平成27年 
事故類型 車両相互事故（正面衝突、追突、出会い頭、右折時、その他） 
当事者種別 普通乗用車、軽乗用車、普通貨物車、軽貨物車 
自家用・事業用 自家用 
表-2 各年度のサンプル数 
平成27年 平成26年 平成25年 平成24年 平成23年 
263632 275549 299390 310305 311944 
表-3 年齢の区分と ITARDA集計項目の対応 
若者  16歳～19歳、20歳代 
中年  30歳代、40歳代、50歳代 
高齢者  60歳～64歳、65歳～74歳、75歳以上 
 
  
の各細目ごとに平成23年から平成27年の
ijX を算出した。
この12項目に高齢化人口別都道府県を加えた計13項目の
各年齢の組み合わせごとの5年分の
ijX の頻度分布を図-
1に示す。 
 図-1より、車両相互事故における第一当事者と第二
当事者の年齢の組み合わせごとの交通事故の起こりやす
さの傾向として、次の 4つのことが示された。①（若者）
×（若者）と（高齢者）×（高齢者）の組み合わせは交
通事故が起こりやすい、②（若者）×（高齢者）と（高
齢者）×（若者）の組み合わせは交通事故が起こりにく
い、③ （若者）×（中年）、（中年）×（若者）、
（中年）×（高齢者）、（高齢者）×（中年）の 4つの
組み合わせは交通事故が起こりやすいとも起こりにくい
とも言えない、④（中年）×（中年）の組み合わせは若
干であるが交通事故が起こりやすい。 
 (4) 一当通行目的別 
 (3)で述べた13項目の内、一当の通行目的別は
ijX の値
が(3)で示した傾向と異った。一当通行目的別の
ijX の値
を表-6に示す。表-6より、業務中、通勤中は年齢の組み
合わせによって交通事故の起こりやすさはほとんど変化
しないことがわかる。対して私用中では(3)で示したも
のと同様の傾向が見られた。 
 以上より、第一当事者と第二当事者の年齢の組み合わ
せごとに交通事故の起こりやすさが異なる原因としてド
ライバーの運転中の意識が関係しており、それにより運
転能力によるミスのしやすさが変化するのではないかと
考えられる。 
 
 
図-1 年齢の組み合わせ別 の頻度分布 
表-6 一当の通行目的別  
H27 業務中 N=28559 
 若者：一当 中年：一当 高齢者：一当 
若者：二当 0.2％ 0.1％ -0.6％ 
中年：二当 1.0％ -0.2％ -0.8％ 
高齢者：二当 -3.5％ 0.7％ 3.0％ 
 
H27 通勤中 N=46814 
 若者：一当 中年：一当 高齢者：一当 
若者：二当 1.0％ -0.7％ -0.1％ 
中年：二当 0.3％ -0.1％ -0.7％ 
高齢者：二当 -2.9％ 1.4％ 3.2％ 
 
H27 私用中 N=186542 
 若者：一当 中年：一当 高齢者：一当 
若者：二当 11.2％ -1.3％ -9.0％ 
中年：二当 0.1％ 1.4％ -2.4％ 
高齢者：二当 -13.5％ -3.6％ 18.8％ 
 
  
4. 人身事故発生モデル 
(1) モデルの作成 
二主体で発生する車両相互事故の第一当事者と第二当
事者の年齢の組み合わせごとの人身事故件数及び
ijX の
値を推計、再現するモデルの作成を試みる。 
次の値を用いて、人身事故件数及び
ijX の値の3×3の
マトリックスを再現できる可能性を示すために、人身事
故発生モデルの式を仮定し、数値実験を行う。 
第一当事者の危険な場面を引き起こしやすさを第一当
事者 iの認知判断操作のミスのしやすさ iaD1 、第二当
事者がその危険な場面の回避の失敗しやすさを二当事者
j の認知判断操作のミスのしやすさ jaD2 として考え
る。また衝突した際に負傷者が出て人身事故となる確率
を
ijP とする。 ijX  は推計した事故件数を用いた時の
ijX の値である。 
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(2) 
iaD1 , jaD2 , ijP の条件 
第一当事者の認知判断操作ミスのしやすさ、第二当事
者の認知判断操作ミスのしやすさは高齢者、若者、中年
の順に高いと考え、次のように条件を設定する。 
211131 aDaDaD   
221232 aDaDaD   
 人身事故になる確率は若者、中年、高齢者の順で運転
時の平均速度が大きく衝突時に人身事故になりやすいと
仮定し条件を設定する。 
321 iii PPP   
jjj PPP 321   
(3) 実験結果 
平成27年の車両相互全体の事故件数と
ijX を再現でき
るよう、
iaD1 と jaD2 及び ijP の値を変化させて試行
錯誤した結果の内、
ijO 及び ijX の各3×3のマトリック
スを最もよく再現できたものを表-7に示す。またその時
の
iaD1 と jaD2 及び ijP の値を表-8に示す。表-7の括弧
の中は
ijO 及び ijX である。 
 表-7をみると、事故件数はおおよそ推計できているこ
とがわかる、
ijX については（若者）×（高齢者）の組
み合わせなど実際の値と推計値の差が大きいものがあり
改善の余地が見られるが、最低限事故件数が多い組み合
わせなのか否かは再現することができた。 
5. まとめ 
 本研究の成果は次の通りである。 
1）車両相互事故において、第一当事者の年齢と第二当
事者の年齢の組み合わせによる交通事故の発生しやすさ
異なり、（若者）×（若者）と（高齢者）×（高齢者）
の組み合わせは交通事故が起こりやすく、（若者）×
（高齢者）と（高齢者）×（若者）の組み合わせは交通
事故が起こりにくいことを明らかにした。 
2）1）の傾向は13項目別でほぼ共通して見られたが、一
当の通行目的別に見たときの業務中、通勤中では見られ
ないことを明らかにした。 
3）第一当事者の認知判断操作ミスのしやすさ、第二当
事者の認知判断操作ミスのしやすさ、人身事故になる確
率を用いて、第一当事者と第二当事者の年齢の組み合わ
せ別に人身事故の発生をモデル化することができる可能
性を示した。 
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表-7 推計結果の事故件数と  
H27  N=263632 
 若者：一当 中年：一当 高齢者：一当 
若者：二当 16721  (16843) 25365 (24641) 11874 (11579) 
中年：二当 49136 (48605) 78031 (78588) 36970 (38012) 
高齢者：二当 12667 (11767) 20359 (20872) 12509 (12725) 
 
H27 N=263632 
 若者：一当 中年：一当 高齢者：一当 
若者：二当 7.6%  (8.4%) 1.5%  (-1.4%) -5.3%  (-7.7%) 
中年：二当 1.5%  (0.5%) 0.3%  (1.1%) -5.3%  (-2.7%) 
高齢者：二当 -4.7%  (-11.4%) -4.7%  (-2.3%) 16.7%  (18.7%) 
表-8 と 及び の値 
 
 
